
　

※単年度繰返事業については、全体欄を*****とする。

　

※単年度繰返事業については、評価終了した年度及び評価年度を記載し、その合計を全体計画欄に記載する。
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交流ネットワークの形成

しまの交流ネットワークづくり
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 関連計画

　対象：誰、何を対象にしているのか 　対象指標：対象の大きさを表す指標
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（達成率分析）

（指標数値）
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（達成率）

（達成率）

①

（達成率分析）
計画どおり、県立大学と事務調整を実施し、7事業実施した。

（うち、2事業は次年度へ継続）
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平成23年度

（達成率積算根拠） （目標達成年度）（指標数値）（指標名称）
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（達成率分析）

　目的：何をしたいのか 　成果指標：目的の達成度を表す指標・達成率（上段：全体、下段：評価年度）

②

***** *****

*****

・平成23年度当初、当該年度協定事業の

調整を図り、7事業を実施した。

主な業務

①各課へ取り組みの周知と大学との調整

②協定事業7事業の窓口、調整

③第5回推進会議（報告会）の開催

（評価年度実績）

　事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入

 政策ｺｰﾄﾞ 1  款ｺｰﾄﾞ 2 政策名称 にぎわいを創る地域交流の促進

　活動指標：事務事業の活動量を表す指標・達成率（上段：全体、下段：評価年度）

1

7,000

平成23年度

各事業を担当職員によ

り100P～0Pで評価し

た平均値
①

1,156

・大学の持つ専門知識、技術、新しい情報、感性などを活用し、本町の抱える地域

課題の解決、振興策、福祉の充実等に関して、地域づくり、施策に反映させること

を目的としている。

・長崎県立大学との相互協力協定事業に基づく事業実施

（年度毎に当該年度の協定事業を協議決定）

・協定事業に要する費用は、事業に応じて算出し負担金として支出

（達成率積算根拠） （目標達成年度）
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事業評価表【途中評価】
課　名

事業期間

総合政策課

課長名 石田　信明

24

永田　真樹夫24

～平成

財務会計の位置付け

単年度繰返事業
長崎県立大学との相互協定事業

作成年度

コード

記入日

102020103

H24.5.22

1020201

総合計画の位置付け

計画（PLAN） 

実施（DO） 



※理由の欄は必ず記載すること。
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・時代情勢、社会環境の変化及び住民の

ニーズなどを考慮しても、事業を継続す

る必要がありますか。

妥

当

生

102020103

町 の  対 応

3次評価

住民等の意見

 

3次2次

このまま事業を継続

1次

 

事業費を見直して事業を継続

 

 

  事業の休止  事業内容を見直して事業を継続

 

・より少ない費用や業務量で必要な活動

結果が得られる手法に代えられません

か。

今後の事業

の方向性

1次 2次 3次

●  

  

 

●

ｺｰﾄﾞ

2

次

評

価

   事業の廃止

類似事業と整理統合

　相互協定の事業が本町の施策にどのように反映しているかの検証をし、引き続き本町各課が抱える課題等を把握して、問題解決能力や政策立案能力の向

上に努めること。

・事業の成果をさらに向上させる余地は

ありますか。

前回の途中評価における「改善策」と

「その反映状況」

今後、課題に向けた改善策

1

次

評

価

本課による各課の課題等を把握することで、当該課へ事業提案することで事業の実施に結びつけた。

協定事業のメリットについて各課へ周知するとともに、引き続き各課が抱える課題を把握し、本課からでも

事業提案できる体制を整える。

理

由

効

率

性

・現在の事業は、費用や業務量に見合っ

た活動結果が得られてますか。

代えられる

有

効

性

・現在の事業の進め方は、期待されるよ

うな成果をもたらしていますか。

理

由

1

次

評

価

ある

ない

いる

いない

ある

ない

いる

いない

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

代えられな

い

大学の先進の技術・情報・ノウハウを活用できるため妥当性を有する。

結果報告書によると、平均値が81Pであり、昨年度と比較して上昇しているところをみ

ると期待されるような成果はえられているものと考える。

町、大学側との更なる合理的な進め方等の余地は残っていると考える。

事業の評価において、昨年度と比較して達成率が伸びているため結果は得られているも

のと考える。

本町に設置しているTV会議システムを活用し、打ち合わせなど実施することで旅費等

の費用を抑えることは可能である。

理

由

理

由

理

由

評価（CHECK） 

改善（ACTION） 


